
サンドリサイクル

沖合防護施設

防砂突堤の整備

維持浚渫
サンドリサイクル

養浜

●沖合防護施設の整備
●サンドリサイクル、養浜
●防砂突堤の整備（航路維持）、維持浚渫、サンドリサイクル

海岸域

●河道掘削（河床撹乱、樹木伐採）＋置き土

樹林化した砂州に堆積している砂を下流に流出させる。

日野川6.2k付近の砂州では、砂州の一部を掘削し撹乱が生じ
やすくすることで、洪水により砂州の堆積土砂が流出した。この
ように砂州の一部掘削と置き土を合わせて行うことで海岸への
土砂供給を増加させる。なお、河道域に対しては樹木の維持管
理対策となる

河道域

H23.8.1（洪水前）

H23.9.10（洪水後）

日野川6.2kの現地実験

H24.3撮影 河口砂州

●維持掘削＋養浜

河口砂州の堆積土砂は海浜構成材料よりも粗く、養浜材料として適している。
一方、内水被害を防止するため維持掘削が必要であり、掘削土砂を養浜材料
として有効に利用する

河口域

●透過型砂防堰堤の整備
●既設砂防堰堤のスリット化
●維持掘削+置き土
透過型砂防堰堤では、土砂堆積により除石が必要となる

場合があるが、土砂の有効利用の観点から、除石管理が必
要となる前に掘削+置き土策を実施する

砂防域

●掘削・浚渫したダム堆積土砂を置き土
ダム貯水池に堆積した土砂を掘削・浚渫して、ダム下流河川の河

道内へ置き土することで、洪水時に土砂を流下させる。

ダム域

置いた土砂が洪水時に流下

植生・樹木繁茂と土砂堆積

流れの向き

※赤字：実施中の対策
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※航空写真：H27撮影

10月出水後の
トレーサ・石礫調査結果

○1.2k置き土対策箇所横断図（平成25年度 8,600m3置き土）

凡例
トレーサ・石礫設置地点
（9地点：A～I）

流出範囲（9月出水）
流出範囲（10月出水）
蛍光砂（ピンク）
蛍光砂（赤）：2.0k砂州より流下
カラーサンド（青）
石礫（ICタグ番号）

UAVフライト中の状況

UAVレーザ差分解析で地形変動量を確認
2出水により、8,600m3の置き土から720m3が流出

EL=0.87
EL=1.78

痕跡水位 EL=.2.98
（10月出水時）

車尾810m3/s時の水位
車尾300m3/s時の水位

10.0m

H28.11.1撮影

9月出水後出水前

H29.10.1撮影

UAV写真測量で河道変化状況を確認

H29 10 27撮影

10月出水後

2 00 ～

1.50 ～ 2.00

1.00 ～ 1.50

0 50 ～ 1 00

0.30 ～ 0.50

0.20 ～ 0.30

0 10 ～ 0 20

0.05 ～ 0.10

-0.05 ～ 0.05

-0 10 ～ -0 05

-0.20 ～ -0.10

-0.30 ～ -0.20

-0 50 ～ -0 30

-1.00 ～ -0.50

-1.50 ～ -1.00

-2.00 ～ -1.50

～ -2.00

変動高（m）
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10月出水による変動量

置土高さH=2.5m

日野川流砂系の総合土砂管理計画の概要と河道域土砂供給対策に関する研究 

国土交通省中国地方整備局河川部 横林 直樹 乗松 晃生 
国土交通省中国地方整備局日野川河川事務所 ○岩田 学 藤井 貴宏 
中電技術コンサルタント株式会社河川本部 荒木 義則 末本 剛志 

１．日野川流砂系の総合土砂管理計画の策定及び取り組み状況 
 日野川は，鳥取県西部に位置し，かつてはたたら製鉄に伴う「鉄穴流し」が盛んに行われたことで，大量
の土砂が供給され，現在の弓浜半島や米子平野が形成された。しかし，大正末期の鉄穴流しの終焉後，上流
からの流出土砂の減少により海岸侵食が始まり，皆生海岸では約 300m砂浜が後退した。 
一方，流域には解体期を迎えている大山が存在し，豪雨時にはしばしば土砂流出が生じている。 
流砂系全体の問題の解決

を図るために，平成 23年 9
月に関係機関からなる「日
野川水系及び皆生海岸総合
土砂管理連絡協議会（以下，
連絡協議会）」を設立し，「日
野川河道が持つ土砂供給能
力を最大限に引き出し，日
野川流域からの土砂供給の
人為的な減少分の回復に努
めるとともに，海岸保全対
策により，海岸線の維持，
回復を図る」ことを土砂管
理目標とした「日野川流砂
系の総合土砂管理計画（以
下，総合土砂管理計画）」を
平成 27 年 3 月に策定した。 
総合土砂管理計画の概要

を図-1に示す。現在，策定
した計画に基づき，各領域
において土砂動態改善のための土砂供給対策について連絡協議会での情報共有，対策実施に向けた関係機関
協議，対策効果の確認を行いながら実施している。 

２． 河道域での土砂供給対策試験施工 
流下能力確保のための河道掘削の際に，砂州の一部を掘削して洪水の自然の営力による土砂流出手法や掘

削土砂の置き土実施に向けた土砂供給対策試験施工（置き土：日野川本川 1.2k付近，砂州掘削：日野川本川
2.0k付近，日野川本川 5.8k 付近）を平成 25年度に実施した。平成 29年 9月の台風 18号（車尾地点 約
1,300m3/s），同年10月の台風21号（車尾地点 約1,100m3/s）にて２出水とも平均年最大流量（車尾地点810m3/s）
を大きく上回る流量を観測し，土砂供給対策試験施工箇所について変化が見られた。 

2 出水による土砂
動態は，トレーサ・石
礫調査により，粒径と
移動距離を確認した。
図-2 に土砂流出状況
の調査結果の一例を
示す。各試験施工箇所
ともに，石礫(φ10
㎝)は試験施工箇所直
下で確認されたが，海
浜構成材料となる粒
径 2mm のトレーサに
ついては試験施工箇
所から約 1km 程度下
流へ移動しているこ
とを確認した。 
 また，UAV レーザ測
量により,2出水前後
の差分解析を行い, 
各試験施工箇所の地

図-1 日野川流砂系の総合土砂管理計画の概要 

図-2 河道域土砂供給対策試験施工箇所（置き土：日野川本川 1.2k付近）流出状況 
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掃流砂計

車尾観測所

溝口観測所

口別所観測所

吉定観測所

大江観測所

白水観測所

小江尾観測所

江尾観測所

※河道域では車尾堰(車尾)・
尾高堰(溝口)、砂防域では
別所川(口別所)・清山川(吉
定)・大江川・白水川・小江
尾川・船谷川(江尾)に設置
しており、平成22年度より観

測を開始している。

( ) 内は観測地点

日野川水系及び皆生海岸
総合土砂管理連絡協議会

流域対策実施についての合意形成

①計画の立案

・ロードマップ

②対策の実施

・各領域での対策

・関係機関連絡調整・事業調整

③モニタリングの実施

④事後評価

・対策の見直し

①計画の立案

・目指すべき姿
・土砂管理目標、対策
・モニタリング計画
・ロードマップ

②対策の実施

・海岸域 ・河口域
・河道域 ・ダム域

・砂防域

③モニタリング
・物理環境
・生物環境

④事後評価

・対策効果の評価
・問題点の抽出
・対策の見直し

必要に応じ
て情報公開

総合土砂管理計画技術検討委員会

学術的、技術的内容の検討・検証実施

①計画の立案

・目指すべき姿

・土砂管理目標、対策

・モニタリング計画

④事後評価

・対策効果の評価

・問題点の抽出

・対策の見直し

技術指導
助言

形変動量を確認した。2.0k及び 5.8k付近の砂州掘削箇所については，側方侵食による土砂の大部分の流出
を確認した。これは，植生繁茂しやすい砂州を対象として，超過確率 1/3規模（車尾地点 1,097m3/s）で土砂
流出するように設定した試験施工の掘削形状について一定の効果があったと言える。 
一方，1.2k付近の置き土については，平均年最大流量で冠水し，8,600m3の置き土が流出するように設定

していたが，図-2に示すように 2出水において約 720m3の流出と小規模であった。この要因は，試験施工実
施後から今回出水までは最大 500m3/s（車尾地点）程度の出水しか発生しておらず，河口砂州もフラッシュせ
ずに成長している状況の中，2出水でフラッシュはしたものの河口砂州の影響を受けたものと考えられる。 

３．日野川本川下流域の平面二次元河床変動解析による土砂動態の検証 
 日野川本川下流域（0.0k～7.0k）を対象とし，平面二次元河床変動解析による 2 出水の土砂動態について，
調査結果との検証を行った。2出水ともに解析による地形変動量と調査結果は同等となり，0.0k 付近は河口
砂州のフラッシュにより河床高が大きく低下（0.5～1.5m程度），2.0k・5.8kの砂州掘削試験施工箇所は侵食
により河床高が低下（最大 1.0m程度）したが，2.6k付近の車尾堰及び 4.2k付近の日野川堰直上流を除くと
全体的には堆積傾向であることを確認した。また，土砂供給対策試験施工箇所について平面二次元河床変動
解析により 2出水の試験施工前後での土砂動態を検証すると，試験施工前に比べて 2mm 粒径の流下範囲・侵
食ボリュームともに 2 倍以上となり出水時に土砂流出を促しているという試験施工の効果を確認した。 

さらに，1.2k 付近の置き土の流出が小規模だった要因を推定するため，平面二次元河床変動解析により河
口砂州有り・無しでの土砂動態を検証すると，河口砂州が無かった場合，置き土の約 9割は流出していたと
想定された。このため，2出水で河口砂州はフラッ
シュしたが，河口砂州が完全に流出するまでは背水
影響により無次元掃流力が低下していたため，置き
土の流出が小規模だったと考えられる。したがって，
今後置き土を計画する際には，河口砂州等の背水影
響を受けにくい箇所・形状を検討する必要がある。

４． 今後の取り組みについて 
４.１ 流砂系全体の土砂動態把握に向けた取り組み 
土砂動態把握の観測は，図-3 に示すように日野川

本川 2箇所，支川 6箇所にて流砂量観測（水位計，
濁度計，音響式掃流砂計）及び流量観測を実施して
いる。土砂移動予測モデルは，山地から河口までの
流域全体の土砂移動を追跡できるモデルとするため，
山地部は流域土砂動態解析モデル，平野部（菅沢ダ
ム～河口）は一次元河床変動計算モデル（植生消長
考慮）を組み合わせたモデルを構築している。2出
水の掃流砂計の観測結果と土砂移動予測モデルの掃
流砂量計算結果を比較した結果，洪水の立ち上がり
やピーク量は概ね一致したが洪水減衰期については
計算値がやや大きくなる課題が残されている。
土砂動態は出水規模により大きく変化するため，

今後も実際の出水時の土砂移動について把握する為
の流砂量観測，河床変動，河床材料等モニタリング
を継続実施し，データ蓄積を行っていくとともに，
土砂移動予測モデルの精度向上に取り組む必要があ
る。 
４.２ 各領域での土砂供給対策実施へ向けた取り組
み及び総合土砂管理計画更新について 
 ダム・砂防・河道域での土砂供給対策実施に向け
ては，治水・利水・環境への影響を把握した上で，
連絡協議会にて関係機関が連携し，対策の実施方法，
作業分担，利水者等への周知等を事前に協議して対
策に取り組む予定である。 
 また，総合土砂管理計画を進めていくにあたり，
土砂供給対策の設定，土砂供給対策効果の評価，モ
ニタリング手法等について技術的・学術的課題が顕
著となってきた。このため，図-4に示すように，学
識者からなる「総合土砂管理計画技術検討委員会（仮
称）」を平成 30 年度に設立し，総合土砂管理計画策
定から 5年となる平成 31年度に計画のフォローアッ
プ・計画更新を行う予定として準備を進めていく。

図-3 流砂量観測及び流量観測位置 

図-4 総合土砂管理計画フォローアップ PDCA 
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